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2025 年 10 月１日 

意見書 
 

岡山ロボケアセンター株式会社 

代表取締役 向谷 隆 

部会名 自動車・同付属品製造業 

過年度最

低賃金 

令和元年度 921 円 令和２年度 921 円 令和３年度 936 円 令和４年 956 円 令和５年度 

991 円 令和６年度 1039 円 

業界の

状況 

【生産の状況】 

                  

水島製作所の生産状況 

2024 年は、近年ピーク

2019 年の 80%であり、仕

事量の確保が出来ていま

せん。 

今年度４～７月までの水

島製作所の実績ではほぼ

計画通りとなっていま

す。 
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三菱自動車全体としては

４～７月の実績は計画に

対して 95％で推移してい

ます。 

米国の自動車関税の変更

による影響は今後実現し

て参ります。影響度は未

定です。 

 

 

 

 

 

 

 

【経営数値資料】 出典 

ウイングバレイより入手 

 

ウイングバレイ１１社の

売上高は 2020 年以降、

2024 年までは回復傾向が

続いていました。 

 

 

 

 

 

 

雇用人数は、2019 年の

3941 名に対し、2025 年は

3364 名と 15％減少してい

ます。反面、外国人国籍

従業員は 2022 年 137 名が

2025 年には 338 名になる

など増加傾向にありま

す。 
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【最低賃金についての使用者側よりの意見】 

ウイングバレイ１１社は売上規模、納入先、財務体質も違い、2025 年度の春闘においても対応が

大きく異なりました。この度の県最低賃金の対前年＋65円に習い、本部会が昨年の 1039 円からプ

ラス 65 円を決定した場合、人件費の原資について逼迫する中小企業が増加します。人財を引き寄

せる、魅力のある自動車産業でありたいと考え、各社 SDG’s や働き方改革に努めていますが、体

力を超えた労務費の増加は財務体質を弱め、働く場所の消失にもつながりかねません。この度の最

低賃金の上昇トレンドは、国の政策を反映したものと理解すべきで、本部会では慎重な判断を求め

ます。 

 

 


